
 
  

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成17年12月７日

【中間会計期間】 第59期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)

【会社名】 ソーダニッカ株式会社

【英訳名】 SODA NIKKA CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  二 井 秀 明

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋室町二丁目３番14号

【電話番号】 東京3245局1803番(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長  大 村   昭

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋室町二丁目３番14号

【電話番号】 東京3245局1803番(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長  大 村   昭

【縦覧に供する場所】 ソーダニッカ株式会社大阪支社

 (大阪府大阪市北区中之島三丁目３番３号)

ソーダニッカ株式会社名古屋支店

 (愛知県名古屋市中村区名駅三丁目28番12号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第57期中、第58期中及び第57期、第58期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化
効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第59期中につきましては、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等
売上高 (百万円) 42,056 42,776 45,591 86,971 89,013
経常利益 (百万円) 344 491 607 811 1,109
中間(当期)純利益 (百万円) 144 259 362 271 621
純資産額 (百万円) 11,942 12,800 14,436 12,771 13,506
総資産額 (百万円) 42,981 45,163 48,418 45,830 47,361
１株当たり純資産額 (円) 484.59 511.64 577.43 517.33 539.10
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 5.86 10.44 14.49 10.01 23.94

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.8 28.3 29.8 27.9 28.5
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △255 △1,413 512 518 △1,700

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 175 42 △120 222 △166

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △75 △3 △102 △137 △82

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,665 4,047 3,763 5,422 3,472

従業員数 (名) 267 259 250 259 251
(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (百万円) 41,976 42,714 45,527 86,818 88,881
経常利益 (百万円) 363 489 607 837 1,106
中間(当期)純利益 (百万円) 164 257 362 394 621
資本金 (百万円) 3,762 3,762 3,762 3,762 3,762
発行済株式総数 (千株) 25,168 25,168 25,168 25,168 25,168
純資産額 (百万円) 11,599 12,644 14,279 12,616 13,350
総資産額 (百万円) 42,605 44,982 48,234 45,645 47,176
１株当たり純資産額 (円) 470.68 505.40 571.16 511.06 532.88
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 6.68 10.36 14.48 15.01 23.91

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 2.50 3.00 3.00 6.00 7.00

自己資本比率 (％) 27.2 28.1 29.6 27.6 28.3
従業員数 (名) 265 259 250 259 251



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

なお、嘱託員、出向者、海外現地社員及び社外からの受入社員（計51名）は除いております。 

２ 支社・支店におきましては、各部門の業務を重複担当しており、部門毎の区分けは行っておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社と労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

事業部門等の名称 従業員数(名)

化学品部門 31

紙パルプ部門 5

環境部門 16

機能材部門 31

支社・支店 120

全社共通 47

合計 250

従業員数(名) 250



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加に加え、個人消費にも

改善の兆しが見られるなど景気は緩やかに回復してまいりました。  

当社に関係の深い化学工業界につきましては、全般的に製品市況が改善したことにより、事業環境は

総じて順調に推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループにおきましては、コア事業である化学品が好調な需要に支えら

れるなか、環境関連、海外、情報技術関連などの注力市場への提案型営業を推進するとともに諸経費の

節減や業務の効率化に取り組んでまいりました。 

その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高45,591百万円と前中間連結会計期間に比べ2,815百

万円（6.6%）、経常利益は607百万円と前中間連結会計期間に比べ116百万円（23.6％）、中間純利益は

362百万円と前中間連結会計期間に比べ102百万円（39.6％）の増収・増益となりました。 

  

部門毎の概況は次のとおりであります。 

  

化学品部門 

化学品は、原材料の高騰などにより主な製品市況が強含みで推移いたしました。 

ソーダ製品につきましては、か性ソーダとソーダ灰は需要と市況の回復により数量、売上ともに伸長

いたしました。無機薬品につきましては、硝酸、生石灰、マンガン化合物は数量、売上ともに伸長いた

しましたが、水酸化マグネシウムは減少いたしました。 

有機薬品につきましては、シリコーン及びフロンガスは売上が減少いたしましたが、エチレングリコ

ールなど石油化学製品は市況の回復により数量、売上ともに伸長いたしました。 

この結果、化学品部門全体といたしましては、売上高は前中間連結会計期間に比べ7.4％増の17,600

百万円となりました。 

  

紙パルプ部門 

洋紙・板紙の国内生産は、安定した需要に支えられ堅調に推移いたしました。 

パルプ関連薬品につきましては、か性ソーダは市況回復により売上が伸長いたしましたが、過酸化水

素は数量、売上ともに減少いたしました。 

抄紙薬品につきましては、新聞用紙の中性紙化により生石灰は数量、売上ともに伸長いたしました

が、硫酸アルミニウムとホワイトカーボンは数量、売上ともに減少いたしました。  

塗工薬品につきましては、加工澱粉類は売上が減少いたしましたが、製紙用ラテックスは大幅に増加

いたしました。 

この結果、紙パルプ部門全体といたしましては、売上高は前中間連結会計期間に比べ5.1％増の8,139

百万円となりました。 

  

環境部門 

大気汚染防止関連薬品につきましては、ごみ焼却施設向け重金属キレート剤と排ガス処理剤は拡販努

力により数量、売上ともに増加いたしました。 

水処理薬品につきましては、ポリ塩化アルミニウム、高分子凝集剤、消石灰及び硫酸鉄は売上が伸長

いたしましたが、塩化鉄は減少いたしました。 

環境関連機器・装置につきましては、大型物件の受注が少なく、酸回収装置、排水処理装置及び排ガ

ス処理装置は売上が大幅に減少いたしました。 



この結果、環境部門全体といたしましては、売上高は前中間連結会計期間に比べ1.0％増の9,319百万

円となりました。 

  

機能材部門 

合成樹脂原料につきましては、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂及びポリエステル樹脂などは

市況回復により売上が伸長いたしました。 

合成樹脂製品につきましては、成形品はデジタル関連機器向けに売上が伸長いたしました。 

包装資材製品につきましては、包装用フィルム・シートや容器は拡販努力により売上が伸長いたしま

した。 

海外取引につきましては、包装関連機器は中国向けに売上が伸長いたしましたが、樹脂原料と工業用

製品は減少いたしました。 

この結果、機能材部門全体といたしましては、売上高は前中間連結会計期間に比べ12.0％増の10,532

百万円となりました。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,763百万円とな

り、前連結会計年度と比べ290百万円（8.4％）増加いたしました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、512百万円（前中間連結会計期間比＋

1,926百万円、前中間連結会計期間は資金の減少1,413百万円）となりました。これは、税金等調整前中

間純利益が 607百万円でありましたが、売上債権の増加が249百万円、仕入債務の減少が217百万円、割

引手形の増加が676百万円となったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、120百万円（前中間連結会計期間比△163

百万円、前中間連結会計期間は資金の増加42百万円）となりました。これは主に、有形固定資産の取得

による支出130百万円、貸付金の回収による収入13百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、102百万円（前中間連結会計期間比＋98

百万円、＋2,564.8％）となりました。これは主に、配当金の支払額99百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社及び連結子会社は各種物品の販売を行っており、生産実績はありません。 

  

(2) 受注実績 

当社及び連結子会社は直送形態の取引が大部分であり、受注残はほとんどありませんが、当中間連結

会計期間における工事関係の受注実績は次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

部門別販売実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が対処すべき課題について、重

要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

284 494.4 5 △69.0

部門別 金額(百万円) 前年同期比(％)

化学品部門 17,600 7.4

紙パルプ部門 8,139 5.1

環境部門 9,319 1.0

機能材部門 10,532 12.0

合計 45,591 6.6



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社の発行する株式の総数は、100,000,000株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月７日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 25,168,000 同左
東京証券取引所
市場第一部

―

計 25,168,000 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 25,168 ― 3,762 ― 3,116



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式275株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社りそな銀行
大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１
号

1,215 4.82

旭硝子株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 1,124 4.46

セントラル硝子株式会社 東京都千代田区神田錦町３丁目７番地１ 1,124 4.46

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,100 4.37

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,091 4.33

ソーダニッカ従業員持株会 東京都中央区日本橋室町２丁目３番14号 788 3.13

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 670 2.66

旭電化工業株式会社 東京都荒川区東尾久７丁目２番35号 643 2.55

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 587 2.33

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 544 2.16

計 ― 8,889 35.31

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 167,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

24,717,000
24,717 ―

単元未満株式  
普通株式 284,000 ― ―

発行済株式総数 25,168,000 ― ―

総株主の議決権 ― 24,717 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ソーダニッカ株式会社

東京都中央区日本橋室町
２丁目３番14号

167,000 ― 167,000 0.66

計 ― 167,000 ― 167,000 0.66

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 397 377 390 434 437 495

最低(円) 320 337 358 380 380 430



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 4,047 3,763 3,472

２ 受取手形及び売掛金 30,148 31,193 31,880

３ たな卸資産 440 531 546

４ 繰延税金資産 268 192 280

５ その他 215 214 243

貸倒引当金 △300 △118 △290

流動資産合計 34,820 77.1 35,776 73.9 36,132 76.3

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
※１ 

※２
1,701 1,715 1,717

２ 無形固定資産 17 17 17

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※１ 7,953 10,210 8,817

(2) その他 792 1,041 800

貸倒引当金 △121 8,624 △343 10,909 △124 9,494

固定資産合計 10,343 22.9 12,642 26.1 11,228 23.7

資産合計 45,163 100 48,418 100 47,361 100



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 23,623 24,471 24,690

２ 短期借入金 ※１ 5,000 5,000 5,000

３ 未払法人税等 187 239 329

４ 賞与引当金 280 270 245

５ その他 417 362 533

流動負債合計 29,509 65.4 30,343 62.7 30,798 65.0

Ⅱ 固定負債

１ 繰延税金負債 707 1,470 963

２ 再評価に係る 
    繰延税金負債

159 280 155

３ 退職給付引当金 1,345 1,214 1,301

４ 役員退職引当金 156 175 167

５ その他 486 499 469

固定負債合計 2,854 6.3 3,639 7.5 3,057 6.5

負債合計 32,363 71.7 33,982 70.2 33,855 71.5

(少数株主持分)

少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,762 8.3 3,762 7.8 3,762 7.9

Ⅱ 資本剰余金 3,126 6.9 3,126 6.4 3,126 6.6

Ⅲ 利益剰余金 3,912 8.7 4,442 9.2 4,205 8.9

Ⅳ 土地再評価差額金 230 0.5 99 0.2 224 0.5

Ⅴ その他有価証券評価差額金 1,796 4.0 3,039 6.3 2,219 4.7

Ⅵ 自己株式 △28 △0.1 △35 △0.1 △32 △0.1

資本合計 12,800 28.3 14,436 29.8 13,506 28.5

負債、少数株主持分 
及び資本合計

45,163 100 48,418 100 47,361 100



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 42,776 100 45,591 100 89,013 100

Ⅱ 売上原価 40,038 93.6 42,723 93.7 83,332 93.6

売上総利益 2,737 6.4 2,868 6.3 5,680 6.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 給料手当 669 653 1,564

２ 貸倒引当金繰入額 0 46 48

３ 賞与引当金繰入額 280 270 245

４ 退職給付費用 74 75 157

５ 役員退職引当金繰入額 11 10 22

６ 運賃及び諸掛 444 466 934

７ その他 808 2,289 5.3 789 2,312 5.1 1,649 4,620 5.2

営業利益 448 1.1 555 1.2 1,059 1.2

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 4 3 8

２ 受取配当金 61 79 99

３ その他 19 84 0.2 14 98 0.2 26 134 0.1

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 21 21 41

２ 持分法による投資損失 ― ― 2

３ 手形売却損 3 4 8

４ 売上割引 14 15 30

５ その他 2 42 0.1 5 46 0.1 1 84 0.1

経常利益 491 1.2 607 1.3 1,109 1.2

Ⅵ 特別利益

１ 投資有価証券売却益 13 13 0.0 ― ― ― 13 13 0.0

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産売却損 ※１ ― ― 6

２ 固定資産除却損 ※２ ― ― 3

３ 会員権売却損 ― ― 5

４ 固定資産評価損 ― ― 32

５ 会員権評価損 3 ― 3

６ 貸倒引当金繰入額 26 30 0.1 ― ― ― ― 52 0.0

税金等調整前中間 
(当期)純利益

474 1.1 607 1.3 1,070 1.2

法人税、住民税 
及び事業税

※３ 167 212 450

法人税等調整額 ※３ 47 214 0.5 33 245 0.5 △1 448 0.5

中間(当期)純利益 259 0.6 362 0.8 621 0.7



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,116 3,126 3,116

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 自己株式処分差益 10 10 0 0 10 10

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

3,126 3,126 3,126

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,766 4,205 3,766

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 中間(当期)純利益 259 362 621

２ 土地再評価差額金取崩額 ― 259 ― 362 3 625

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 86 100 161

２ 役員賞与 25 25 25

３ 土地再評価差額金取崩額 2 113 ― 125 ― 186

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

3,912 4,442 4,205



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間 
  (当期)純利益

474 607 1,070

２ 減価償却費 59 70 110

３ 退職給付引当金の減少額 △34 △87 △77

４ 受取利息及び受取配当金 △65 △83 △107

５ 支払利息 21 21 41

６ 持分法による投資損失 ― ― 2

７ 投資有価証券売却益 △13 ― △13

８ 会員権評価損 3 ― 3

９ 売上債権の増減額 
  (増加は△)

538 △249 △1,065

10 たな卸資産の増減額 
  (増加は△)

△28 14 △135

11 仕入債務の増減額 
  (減少は△)

△368 △217 713

12 割引手形の増減額 
  (減少は△)

△1,722 676 △1,877

13 取締役賞与金 △25 △25 △25

14 その他 24 24 62

小計 △1,136 750 △1,297

15 利息及び配当金の受取額 67 83 110

16 利息の支払額 △31 △32 △44

17 法人税等の支払額 △312 △288 △468

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△1,413 512 △1,700

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

１ 有形固定資産
の取得による支出

△20 △130 △85

２ 有形固定資産
の売却による収入

2 1 3

３ 投資有価証券
の取得による支出

△8 △8 △165

４ 投資有価証券
の売却による収入

28 1 28

５ 貸付金の回収による収入 17 13 33

６ その他 23 2 19

投資活動による 
キャッシュ・フロー

42 △120 △166



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

１ 自己株式の取得
による支出

△1 △2 △6

２ 自己株式の売却
による収入

83 0 84

３ 配当金の支払額 △86 △99 △161

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△3 △102 △82

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

0 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物
の増減額(減少は△)

△1,374 290 △1,949

Ⅵ 現金及び現金同等物
の期首残高

5,422 3,472 5,422

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

4,047 3,763 3,472



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

 子会社は㈱エス・エヌサ
ービス１社であり、連結子
会社であります。

同左 同左

２ 持分法の適用に関
する事項

持分法適用会社の数 ３社 
 持分法適用会社は、関連
会社㈱ホテルハイランド、
㈱日進、三恵化成㈱の３社
であります。

同左 同左

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

 連結子会社の中間決算日
と中間連結決算日は一致し
ております。

同左  連結子会社の事業年度末
日と連結決算日は一致して
おります。

４ 会計処理基準に関
する事項

１) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
 (1) 有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの
     中間連結会計期

間末日の市場価格
等に基づく時価法
によっておりま
す。なお、評価差
額は全部資本直入
法により処理し、
売却原価は移動平
均法により算定し
ております。

    時価のないもの
     移動平均法に基

づく原価法によっ
ております。

１) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
 (1) 有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの

同左

    時価のないもの
同左

１) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
 (1) 有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの
     連結会計年度末

日の市場価格等に
基づく時価法によ
っております。な
お、評価差額は全
部資本直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定しており
ます。

    時価のないもの
同左

 (2) デリバティブ
   時価法によっており
ます。

 (2) デリバティブ
同左

 (2) デリバティブ
同左

 (3) たな卸資産
   商品は移動平均法に
基づく低価法によって
おります。

 (3) たな卸資産
同左

 (3) たな卸資産
同左

２) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
 (1) 有形固定資産
   定率法によっており
ます。

   なお、耐用年数及び
残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ております。

   ただし、平成10年４
月１日以降取得した建
物(建物附属設備は除
く)については、定額
法によっております。

   また、中間財務諸表
作成基準注解２によ
り、事業年度に係る減
価償却費の額を期間按
分する方法によってお
ります。

２) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
 (1) 有形固定資産

同左
   

２) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
 (1) 有形固定資産
   定率法によっており
ます。

   なお、耐用年数及び
残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ております。

   ただし、平成10年４
月１日以降取得した建
物(建物附属設備は除
く)については、定額
法によっております。



  

   

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (2) 無形固定資産
   自社利用のソフトウ
ェアについては、社内
における利用可能期間
(５年)に基づく定額法
によっております。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

３) 重要な引当金の計上基
準
 (1) 貸倒引当金
   売掛金等の債権の貸
倒損失に備えるため、
一般債権については貸
倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権
については個別に回収
可能性を検討し、回収
不能見込額を計上して
おります。

３) 重要な引当金の計上基
準
(1) 貸倒引当金

同左

３) 重要な引当金の計上基
準
(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金
   従業員賞与の支給に
備えるため、将来の支
給見込額のうち当中間
連結会計期間の負担額
を計上しております。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金
  従業員賞与の支給に
備えるため、将来の支
給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計
上しております。

 (3) 退職給付引当金
   従業員の退職給付に
備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。

   過去勤務債務は、そ
の発生時における従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10
年)による定額法によ
り処理しております。

   数理計算上の差異
は、各連結会計年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生時の連結会計年度か
ら処理することとして
おります。

(3) 退職給付引当金
同左

(3) 退職給付引当金
  従業員の退職給付に
備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上
しております。
  過去勤務債務は、そ
の発生時における従業
員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10
年)による定額法によ
り処理しております。
  数理計算上の差異
は、各連結会計年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生時の連結会計年度か
ら処理することとして
おります。

 (4) 役員退職引当金
   役員の退職慰労金の
支払に備えるため、内
規に基づく当中間連結
会計期間末要支払額を
計上しております。

(4) 役員退職引当金
同左

(4) 役員退職引当金
  役員の退職慰労金の
支払に備えるため、内
規に基づく期末要支払
額を計上しておりま
す。

４) 重要なリース取引の処
理方法
  リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。

４) 重要なリース取引の処
理方法

同左

４) 重要なリース取引の処
理方法

同左



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

５) 重要なヘッジ会計の方

法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によ

っております。

   なお、為替予約につ

いて振当処理の要件を

満たしている場合は振

当処理を行っておりま

す。

５) 重要なヘッジ会計の方

法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

５) 重要なヘッジ会計の方

法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

   外貨建取引(金銭債

権債務、予定取引)を

ヘッジ対象とし、為替

予約をヘッジ手段とし

て用いております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 (3) ヘッジ方針

   外貨建取引の為替変

動リスクをヘッジする

ために為替予約を用い

ており、外貨建取引

(金銭債権債務、予定

取引)の範囲内で為替

予約を行っておりま

す。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法

   ヘッジ手段に関する

重要な条件がヘッジ対

象と同一であり、ヘッ

ジ開始時及びその後に

おいても継続して相場

変動が完全に相殺され

るものであると想定す

ることができるためヘ

ッジの有効性の判定は

省略しております。

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法

同左

６) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項

○ 消費税等の会計処理に

ついて

 消費税及び地方消費税は

税抜方式によっておりま

す。

６) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項

○ 消費税等の会計処理に

ついて

同左

６) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

○ 消費税等の会計処理に

ついて

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。



会計処理の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。  

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

―――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

 

※１ 担保提供資産

担保提供資産 対応債務

区分
金額 
(百万円)

区分
金額 
(百万円)

建物及び 
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

2
短期 
借入金

1,600

土地 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

34

計 37

建物及び 
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

5

取引保証金の代用と
して差入れておりま
す。

土地 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

65

投資有価 
証券

2,891

計 2,961

 

※１ 担保提供資産

担保提供資産 対応債務

区分
金額
(百万円)

区分
金額
(百万円)

建物及び 
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

2
短期
借入金

1,600

土地 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

34

計 37

建 物 及び
構築物 
(「有形固
定 資 産」
に含む。)

4

取引保証金の代用と
して差入れておりま
す。

土地 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

65

投資有価 
証券

3,616

計 3,686

※１ 担保提供資産

担保提供資産 対応債務

区分
金額
(百万円)

区分
金額 
(百万円)

建物及び
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

2
短期 
借入金

1,600

土地
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

34

計 37

建物及び
構築物 
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

4

取引保証金の代用と
して差入れておりま
す。

土地
(「有形固 
定資産」 
に含む。)

65

投資有価
証券

3,241

計 3,311

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,882百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,914百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,899百万円

○ 受取手形割引高 179百万円

受取手形裏書 
譲渡高

176

○ 受取手形割引高 701百万円

受取手形裏書
譲渡高

219

○ 受取手形割引高 24百万円

受取手形裏書 
譲渡高

195



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――――― ――――― ※１ 固定資産売却損のうち主なる

もの

建物及び構築物 2百万円

その他 3百万円

――――― ――――― ※２ 固定資産除却損のうち主なる

もの

建物及び構築物 1百万円

その他 1百万円

※３ 当中間連結会計期間に係る法

人税、住民税及び事業税の納

付税額及び法人税等調整額

は、当連結会計年度において

予定している利益処分による

圧縮積立金の取崩しを前提と

して、当中間連結会計期間に

係る金額を計算しておりま

す。

※３     同左 ―――――

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

○現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表の現金

及び預金勘定は一致しておりま

す。

○現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

同左

○現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表の現金及び預金

勘定は一致しております。



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 借手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間連結会計期間末残

高相当額

１ 借手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間連結会計期間末残

高相当額

１ 借手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び連結会計年度末残高相

当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間連結
会計期間末
残高相当額
(百万円)

工具器具
備品

115 57 57

その他 3 0 2

合計 118 57 60

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間連結
会計期間末
残高相当額
(百万円)

工具器具
備品

88 48 39

その他 8 1 6

合計 96 50 46

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

連結会計 
年度末 
残高相当額
(百万円)

工具器具
備品

91 43 48

その他 3 0 2

合計 94 44 50

 ② 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額

１年内 30百万円

１年超 50百万円

計 81百万円

 ② 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額

１年内 25百万円

１年超 29百万円

計 55百万円

 ② 未経過リース料連結会計年度

末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 38百万円

計 65百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 16百万円

減価償却費 
相当額

16百万円

支払利息 
相当額

0百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費
相当額

9百万円

支払利息
相当額

0百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 26百万円

減価償却費 
相当額

26百万円

支払利息
相当額

0百万円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

   ○減価償却費相当額の算定方

法

     リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。

   ○利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては、利息法によってお

ります。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

   ○減価償却費相当額の算定方

法

     同左

   ○利息相当額の算定方法

     同左

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

   ○減価償却費相当額の算定方

法

     同左

   ○利息相当額の算定方法

     同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

   転貸による未経過リース料中

間連結会計期間末残高相当額

１年内 11百万円

１年超 8百万円

計 20百万円

   転貸による未経過リース料中

間連結会計期間末残高相当額

と同額が上記の１ 借手側

(1)の②未経過リース料中間

連結会計期間末残高相当額に

含まれております。

 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

   転貸による未経過リース料中

間連結会計期間末残高相当額

１年内 6百万円

１年超 2百万円

計 8百万円

   同左
 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

   転貸による未経過リース料連

結会計年度末残高相当額

１年内 9百万円

１年超 5百万円

計 14百万円

   転貸による未経過リース料連

結会計年度末残高相当額と同

額が上記の１ 借手側(1)の

②未経過リース料連結会計年

度末残高相当額に含まれてお

ります。



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式について、減損処理を行ったものはありません。なお、時価の下落率が50％

以上の銘柄についてはすべてを減損処理の対象としており、また、下落率が30％以上50％未満の銘柄について

は個別銘柄ごとに市場環境の動向、発行会社の業況の推移及び過去２年間の株価の推移等を勘案して１年以内

に業績の回復の見込めない銘柄について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
(注) 時価評価されていない有価証券について、減損処理を行ったものはありません。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式について、減損処理を行ったものはありません。なお、時価の下落率が50％

以上の銘柄についてはすべてを減損処理の対象としており、また、下落率が30％以上50％未満の銘柄について

は個別銘柄ごとに市場環境の動向、発行会社の業況の推移及び過去２年間の株価の推移等を勘案して１年以内

に業績の回復の見込めない銘柄について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
(注) 時価評価されていない非上場株式について1百万円減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を計上しておりま

す。 

  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,013 7,041 3,028

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 4,013 7,041 3,028

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 136

② 非上場転換型優先株式 300

③ 非上場優先出資証券 300

合計 736

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,030 9,149 5,119

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 4,030 9,149 5,119

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 185

② 非上場転換型優先株式 300

③ 非上場優先出資証券 300

④ 投資事業有限責任組合への出資 99

合計 884



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行った銘柄はありません。なお、時価の下落率が50％以

上の銘柄についてはすべてを減損処理の対象としており、また、下落率が30％以上50％未満の銘柄については

個別銘柄ごとに市場環境の動向、発行会社の業況の推移及び過去２年間の株価の推移等を勘案して１年以内に

業績の回復の見込めない銘柄について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
(注) その他有価証券で時価評価されていない有価証券について減損処理を行った銘柄はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、通貨関連のデリバティブ取引として為替予約を行っておりますが、ヘッジ会計を適用してい

るため、記載を省略しております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、通貨関連のデリバティブ取引として為替予約を行っておりますが、ヘッジ会計を適用してい

るため、記載を省略しております。 

  

(前連結会計年度)(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いて

おります。 

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,021 7,760 3,739

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 4,021 7,760 3,739

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 185

② 非上場転換型優先株式 300

③ 非上場優先出資証券 300

④ 投資事業有限責任組合への出資 101

合計 886



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において当社及び連結子会社は、国内及

び海外における各種商品、加工品等の売買を行う商社といわれている業種に従事しております。 

従って、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における所在地別セグメント情報につい

ては、在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高については、いずれ

も連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額   511.64円 

１株当たり中間純利益   10.44円

１株当たり純資産額  577.43円

１株当たり中間純利益  14.49円

１株当たり純資産額   539.10円 

１株当たり当期純利益  23.94円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 259 362 621

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円）

259 362 596

普通株主に 
帰属しない金額(百万円)

― ― 25

うち利益処分による 
取締役賞与金(百万円)

― ― 25

普通株式の 
期中平均株式数(株)

24,864,490 25,004,728 24,938,310



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 3,991 3,701 3,410

２ 受取手形 8,840 8,579 8,885

３ 売掛金 21,276 22,576 22,955

４ たな卸資産 440 531 546

５ 繰延税金資産 268 192 280

６ その他 172 180 204

  貸倒引当金 △300 △118 △290

流動資産合計 34,689 77.1 35,644 73.9 35,993 76.3

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
※１ 

※２
1,701 1,715 1,717

２ 無形固定資産 17 17 16

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※１ 7,902 10,158 8,771

(2) その他 792 1,041 800

貸倒引当金 △121 △343 △124

計 8,574 10,857 9,448

固定資産合計 10,293 22.9 12,589 26.1 11,183 23.7

資産合計 44,982 100 48,234 100 47,176 100



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 3,633 2,722 3,658

２ 買掛金 19,966 21,723 21,004

３ 短期借入金 ※１ 5,000 5,000 5,000

４ 未払法人税等 187 239 328

５ 賞与引当金 280 270 245

６ その他 ※３ 416 360 532

流動負債合計 29,483 65.5 30,315 62.9 30,768 65.2

Ⅱ 固定負債

１ 繰延税金負債 707 1,470 963

２ 再評価に係る 
    繰延税金負債

159 280 155

３ 退職給付引当金 1,345 1,214 1,301

４ 役員退職引当金 156 175 167

５ その他 486 499 469

固定負債合計 2,854 6.4 3,639 7.5 3,057 6.5

負債合計 32,338 71.9 33,954 70.4 33,825 71.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,762 8.4 3,762 7.8 3,762 8.0

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 3,116 3,116 3,116

２ その他資本剰余金 10 10 10

資本剰余金合計 3,126 6.9 3,126 6.5 3,126 6.6

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 417 417 417

２ 任意積立金 2,816 2,811 2,816

３ 中間(当期)未処分利益 523 1,060 818

利益剰余金合計 3,757 8.4 4,289 8.9 4,052 8.6

Ⅳ 土地再評価差額金 230 0.5 99 0.2 224 0.5

Ⅴ その他有価証券評価差額金 1,795 4.0 3,036 6.3 2,216 4.7

Ⅵ 自己株式 △28 △0.1 △35 △0.1 △32 △0.1

資本合計 12,644 28.1 14,279 29.6 13,350 28.3

負債・資本合計 44,982 100 48,234 100 47,176 100



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 42,714 100 45,527 100 88,881 100

Ⅱ 売上原価 39,986 93.6 42,667 93.7 83,221 93.6

売上総利益 2,728 6.4 2,859 6.3 5,660 6.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,281 5.3 2,302 5.1 4,608 5.2

営業利益 447 1.1 556 1.2 1,052 1.2

Ⅳ 営業外収益 ※２ 83 0.2 97 0.2 136 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※３ 42 0.1 46 0.1 82 0.1

   経常利益 489 1.2 607 1.3 1,106 1.2

Ⅵ 特別利益 ※４ 13 0.0 ― ― 13 0.0

Ⅶ 特別損失 ※５ 30 0.1 ― ― 52 0.0

税引前中間(当期)純利益 471 1.1 607 1.3 1,067 1.2

法人税、住民税 

及び事業税
※６ 167 212 448

法人税等調整額 ※６ 47 214 0.5 33 245 0.5 △2 446 0.5

中間(当期)純利益 257 0.6 362 0.8 621 0.7

前期繰越利益 268 698 268

土地再評価差額金取崩額 △2 ― 3

中間配当額 ― ― 75

中間(当期)未処分利益 523 1,060 818



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

    移動平均法に基づく原価法

によっております。

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法によって

おります。なお、評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定しており

ます。

    時価のないもの

     移動平均法に基づく原価

法によっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

同左

    時価のないもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基

づく時価法によっておりま

す。なお、評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定しておりま

す。

    時価のないもの

同左

 (2) デリバティブ 

   時価法によっております。

 (2) デリバティブ

同左

 (2) デリバティブ

同左

 (3) たな卸資産

   商品は移動平均法に基づく低

価法によっております。

 (3) たな卸資産

同左

 (3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法に

よっております。

   また、中間財務諸表作成基準

注解２により、事業年度に係る

減価償却費の額を期間按分する

方法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

      同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法に

よっております。

 (2) 無形固定資産

   自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によ

っております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売掛金等の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左



   

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (2) 賞与引当金

   従業員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上し

ております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しておりま

す。

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により処理しており

ます。

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生時の

事業年度から処理することとし

ております。

 (3) 退職給付引当金

       同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

   過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により処理しており

ます。

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生時の

事業年度から処理することとし

ております。

 (4) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支払額を計上しておりま

す。

 (4) 役員退職引当金

同左

 (4) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく期末要

支払額を計上しております。

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。

   なお、為替予約について振当

処理の要件を満たしている場合

は振当処理を行っております。

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   外貨建取引(金銭債権債務、

予定取引)をヘッジ対象とし、

為替予約をヘッジ手段として用

いております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジ方針

   外貨建取引の為替変動リスク

をヘッジするために為替予約を

用いており、外貨建取引(金銭

債権債務、予定取引)の範囲内

で為替予約を行っております。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段に関する重要な条

件がヘッジ対象と同一であり、

ヘッジ開始時及びその後におい

ても継続して相場変動が完全に

相殺されるものであると想定す

ることができるためヘッジ有効

性の判定は省略しております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 ○消費税等の会計処理について

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 ○消費税等の会計処理について

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 ○消費税等の会計処理について

同左

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響は

ありません。 

―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

 

※１ 担保提供資産

  (1) 借入金に対する担保提供資

産

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

37百万円

    同上に対する債務額

短期借入金 1,600百万円

 

※１ 担保提供資産

  (1) 借入金に対する担保提供資

産

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

37百万円

    同上に対する債務額

短期借入金 1,600百万円

 

※１ 担保提供資産

  (1) 借入金に対する担保提供資

産

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

37百万円

    同上に対する債務額

短期借入金 1,600百万円

 

  (2) 取引保証金の代用として差

入れている資産

百万円

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

70

投資有価証券 2,891

計 2,961
 

  (2) 取引保証金の代用として差

入れている資産

百万円

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

69

投資有価証券 3,616

計 3,686

  (2) 取引保証金の代用として差

入れている資産

百万円

建物及び土地
(「有形
固定資産」
に含む。)

70

投資有価証券 3,241

計 3,311

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,882百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,914百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,899百万円

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※３     同左 ―――――

 

百万円

○ 受取手形割引高 179

受取手形裏書

譲渡高
176

計 355
 

百万円

○ 受取手形割引高 701

受取手形裏書

譲渡高
219

計 921
 

百万円

○ 受取手形割引高 24

受取手形裏書
譲渡高

195

計 219



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 54百万円

無形固定資産 4百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 69百万円

無形固定資産 0百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 105百万円

無形固定資産 5百万円

※２ 営業外収益のうち主なるもの

受取利息 4百万円

受取配当金 63百万円

※２ 営業外収益のうち主なるもの

受取利息 3百万円

受取配当金 84百万円

※２ 営業外収益のうち主なるもの

受取利息 8百万円

受取配当金 101百万円

※３ 営業外費用のうち主なるもの

支払利息 21百万円

手形売却損 3百万円

売上割引 14百万円

※３ 営業外費用のうち主なるもの

支払利息 21百万円

手形売却損 4百万円

売上割引 15百万円

※３ 営業外費用のうち主なるもの

支払利息 41百万円

手形売却損 8百万円

売上割引 30百万円

※４ 特別利益のうち主なるもの

投資有価証券 
売却益

13百万円

――――― ※４ 特別利益のうち主なるもの

投資有価証券
売却益

13百万円

※５ 特別損失のうち主なるもの

貸倒引当金 
繰入額

26百万円

―――――

 

※５ 特別損失のうち主なるもの

固定資産評価損 32百万円

※６ 当中間会計期間に係る法人

税、住民税及び事業税の納付

税額及び法人税等調整額は、

当事業年度において予定して

いる利益処分による圧縮積立

金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計

算しております。

※６      同左 ―――――



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１ 借手側

(1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
備品

115 57 57

その他 3 0 2

合計 118 57 60

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
備品

88 48 39

その他 8 1 6

合計 96 50 46

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
備品

91 43 48

その他 3 0 2

合計 94 44 50

② 未経過リース料中間期末残

高相当額

１年内 30百万円

１年超 50百万円

計 81百万円

② 未経過リース料中間期末残

高相当額

１年内 25百万円

１年超 29百万円

計 55百万円

② 未経過リース料期末残高相

当額

１年内 27百万円

１年超 38百万円

計 65百万円

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 16百万円

減価償却費 
相当額

16百万円

支払利息 
相当額

0百万円

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費
相当額

9百万円

支払利息
相当額

0百万円

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 26百万円

減価償却費 
相当額

26百万円

支払利息
相当額

0百万円

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

○ 減価償却費相当額の算定

方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

○ 減価償却費相当額の算定

方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法

○ 減価償却費相当額の算定

方法

同左

○ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては、利息法によってお

ります。

○ 利息相当額の算定方法

同左

○ 利息相当額の算定方法

同左



 
  

(有価証券関係) 

(前中間会計期間末)(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(当中間会計期間末)(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(前事業年度末)(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

転貸による未経過リース料

中間期末残高相当額

１年内 11百万円

１年超 8百万円

計 20百万円

転貸による未経過リース料中

間期末残高相当額と同額が上

記１ 借手側(1)の②未経過

リース料中間期末残高相当額

に含まれております。

 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

転貸による未経過リース料

中間期末残高相当額

１年内 6百万円

１年超 2百万円

計 8百万円

同左
 

２ 貸手側

 (1) リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

転貸による未経過リース料

期末残高相当額

１年内 9百万円

１年超 5百万円

計 14百万円

転貸による未経過リース料期

末残高相当額と同額が上記１

借手側(1)の②未経過リース

料期末残高相当額に含まれて

おります。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成17年11月7日開催の取締役会において、第59期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額   505.40円 

１株当たり中間純利益   10.36円 

１株当たり純資産額   571.16円  

１株当たり中間純利益  14.48円  

１株当たり純資産額   532.88円  

１株当たり当期純利益  23.91円  

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 257 362 621

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円）

257 362 596

普通株主に 
帰属しない金額(百万円)

― ― 25

うち利益処分による 
取締役賞与金(百万円)

― ― 25

普通株式の 
期中平均株式数(株)

24,864,490 25,004,728 24,938,310

中間配当金総額 75百万円

１株当たりの額 3円00銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第58期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月８日

ソーダニッカ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているソーダニッカ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ソーダニッカ株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  二 ノ 宮  隆  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤     勇  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月７日

ソーダニッカ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているソーダニッカ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ソーダニッカ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  二 ノ 宮  隆  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤     勇  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月８日

ソーダニッカ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているソーダニッカ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ソーダニッカ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  二 ノ 宮  隆  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤     勇  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月７日

ソーダニッカ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているソーダニッカ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ソーダニッカ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  二 ノ 宮  隆  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤     勇  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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